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○栃木県高等学校等修学資金貸与条例施行規則の一部改正 
 
栃木県規則第15号                                          
 栃木県高等学校等修学資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。         
  令和６年３月29日                                        

                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県高等学校等修学資金貸与条例施行規則の一部を改正する規則                 

 栃木県高等学校等修学資金貸与条例施行規則（平成14年栃木県規則第41号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（教育政策課）  
 

改   正   後 改   正   前 

附 則 

① 略 

附 則 

１ 略 

２ 第２条第４号の規定の適用については、当分の

間、同号中「生活保護法第８条第１項の規定によ

り厚生労働大臣が定める基準」とあるのは、「平

成25年厚生労働省告示第174号による改正前の生

活保護法による保護の基準（昭和38年厚生省告示

第158号）」とする。 
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〇栃木県教育委員会事務局組織規程及び栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則の一部改

正 
 
栃木県教育委員会規則第３号                                   
 栃木県教育委員会事務局組織規程及び栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則の一部を

改正する規則を次のように定める。  
  令和６年３月29日                                      

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   

   栃木県教育委員会事務局組織規程及び栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則の一

部を改正する規則 

（栃木県教育委員会事務局組織規程の一部改正） 
第１条 栃木県教育委員会事務局組織規程（昭和33年栃木県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正 

する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

改   正   後 改   正   前 

（課、室、班及び担当） 
第２条 本局に、次の表の左欄に掲げる課及び室

（以下「課及び室」という。）を置き、課及び室

の下にそれぞれ右欄に掲げる班及び担当を置く。 
課 室 名 班 ・ 担  当  名 

教 育 政 策 課 企画調整担当、高校再編推進

班  
略 
義 務 教 育 課 総務担当、人事担当、指導担

当、学びの機会充実担当、学

力向上推進担当 
略 

２ 略 
 

（教育政策課の分掌事務） 
第３条 教育政策課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(11) 略 
 (12) 市町村立の小学校、中学校及び義務教育学

校並びに県立学校並びに教育事務所における総

務事務の効率化に関すること。 

 (13)～(23) 略 

 
（学校安全課の分掌事務） 

第５条 学校安全課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(7) 略 

(8)a事務局等の職員及び 県立学校の幼児、児

童、生徒及び教職員の健康管理に関すること。 
(9)～(12) 略 

 
（義務教育課の分掌事務） 

第６条 義務教育課の分掌事務（特別支援教育課の

所掌に属するものを除く。）は、次のとおりとす

（課、室及び担当） 
第２条 本局に、次の表の左欄に掲げる課及び室

（以下「課及び室」という。）を置き、課及び室

の下にそれぞれ右欄に掲げるあ  担当を置く。 
課 室 名 担  当  名 

教 育 政 策 課 企画調整担当、高校再編推進

担当 
略 
義 務 教 育 課 総務担当、人事担当、指導担

当、学びの機会充実担当、学

力向上推進担当 
略 

２ 略 
 

（教育政策課の分掌事務） 
第３条 教育政策課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(11) 略 
 

 

 

 (12)～(22) 略 

 
（学校安全課の分掌事務） 

第５条 学校安全課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(7) 略 

(8)a事務局等の職員並びに県立学校の幼児、児

童、生徒及び教職員の健康管理に関すること。 
(9)～(12) 略 

 
（義務教育課の分掌事務） 

第６条 義務教育課の分掌事務（特別支援教育課の

所掌に属するものを除く。）は、次のとおりとす

（教育委員会事務局教育政策課）
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〇栃木県教育委員会事務局組織規程及び栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則の一部改

正 
 
栃木県教育委員会規則第３号                                   
 栃木県教育委員会事務局組織規程及び栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則の一部を

改正する規則を次のように定める。  
  令和６年３月29日                                      

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   

   栃木県教育委員会事務局組織規程及び栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則の一

部を改正する規則 

（栃木県教育委員会事務局組織規程の一部改正） 
第１条 栃木県教育委員会事務局組織規程（昭和33年栃木県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正 

する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。    

改   正   後 改   正   前 

（課、室、班及び担当） 
第２条 本局に、次の表の左欄に掲げる課及び室

（以下「課及び室」という。）を置き、課及び室

の下にそれぞれ右欄に掲げる班及び担当を置く。 
課 室 名 班 ・ 担  当  名 

教 育 政 策 課 企画調整担当、高校再編推進

班  
略 
義 務 教 育 課 総務担当、人事担当、指導担

当、学びの機会充実担当、学

力向上推進担当 
略 

２ 略 
 

（教育政策課の分掌事務） 
第３条 教育政策課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(11) 略 
 (12) 市町村立の小学校、中学校及び義務教育学

校並びに県立学校並びに教育事務所における総

務事務の効率化に関すること。 

 (13)～(23) 略 

 
（学校安全課の分掌事務） 

第５条 学校安全課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(7) 略 

(8)a事務局等の職員及び 県立学校の幼児、児

童、生徒及び教職員の健康管理に関すること。 
(9)～(12) 略 

 
（義務教育課の分掌事務） 

第６条 義務教育課の分掌事務（特別支援教育課の

所掌に属するものを除く。）は、次のとおりとす

（課、室及び担当） 
第２条 本局に、次の表の左欄に掲げる課及び室

（以下「課及び室」という。）を置き、課及び室

の下にそれぞれ右欄に掲げるあ  担当を置く。 
課 室 名 担  当  名 

教 育 政 策 課 企画調整担当、高校再編推進

担当 
略 
義 務 教 育 課 総務担当、人事担当、指導担

当、学びの機会充実担当、学

力向上推進担当 
略 

２ 略 
 

（教育政策課の分掌事務） 
第３条 教育政策課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(11) 略 
 

 

 

 (12)～(22) 略 

 
（学校安全課の分掌事務） 

第５条 学校安全課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(7) 略 

(8)a事務局等の職員並びに県立学校の幼児、児

童、生徒及び教職員の健康管理に関すること。 
(9)～(12) 略 

 
（義務教育課の分掌事務） 

第６条 義務教育課の分掌事務（特別支援教育課の

所掌に属するものを除く。）は、次のとおりとす
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（栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則の一部改正） 
第２条 栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則（昭和46年栃木県教育委員会規則第２号）

の一部を次のように改正する。 
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

る。 
 (1)～(16) 略 
 (17) 多様な学びの機会の充実に関すること。 
 (18) 略 
 

（生涯学習課の分掌事務） 
第９条 生涯学習課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(16) 略 

 (17) 栃木県青年の家及び栃木県立少年自然の家

に関すること。 

 (17)～(21) 略 

 
（健康体育課の分掌事務） 

第10条 健康体育課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
(1)～(6) 略 

 (7)a県立学校の幼児、児童及び生徒の健康管理に

関すること。 

 (8)～(10) 略 

 

（課長及び室長） 

第14条 略 

２ 略 

３ 第２条第１項に規定する班及び担当並びに同条

第２項に規定する課内室の分掌事務並びにこれら

に属する職員の分担事務は、課室長において定

め、教育長に報告しなければならない。これを変

更したときもまた同様とする。 
 

（室長及び班長） 

第16条 課内室に室長（第14条に規定する室長を除

く。以下「課内室長」という。）を、班に班長を

置く。 

２ 課内室長又は班長           ああ

あ          は、その分担事務につい

て課長を補佐し、当該課内室又は班に属する職員

の担任する事務を監督するとともに、上司の命を

受け、その分担事務を処理する。 

 
（課室長の代理） 

第18条 総括課長補佐、 課内室長又は班長は、課

室長に事故があるときは、あらかじめ課室長が定

めた順序により、その職務を代理する。 

る。 
 (1)～(16) 略 
  
 (17) 略 
 

（生涯学習課の分掌事務） 
第９条 生涯学習課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(16) 略 

 (17) 栃木県青年の家及び栃木県立少年自然の家

に関すること。 

 (18)～(22) 略 

 
（健康体育課の分掌事務） 

第10条 健康体育課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
(1)～(6) 略 

  
 

 (7)～(9)  略 

 

（課長及び室長） 

第14条 略 

２ 略 

３ 第２条第１項に規定する班及び担当及び 同条

第２項に規定する課内室の分掌事務並びにこれら

に属する職員の分担事務は、課室長において定

め、教育長に報告しなければならない。これを変

更したときもまた同様とする。 
 

（室長） 

第16条 課内室に室長（第14条に規定する室長を除

く。）下「課内室長」という。）を、班に班長を

置く。 

２ 前項の規定により課内室に置かれる室長（以下

「課内室長」という。）は、その分担事務につい

て課長を補佐し、当該課内室又は班に属する職員

の担任する事務を監督するとともに、上司の命を

受け、その分担事務を処理する。 

 

（課室長の代理） 

第18条 総括課長補佐又は課内室長又は班長は、課

室長に事故があるときは、あらかじめ課室長が定

めた順序により、その職務を代理する。 

改   正   後 改   正   前 
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（栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則の一部改正） 
第２条 栃木県教育委員会の権限に属する事務の専決等に関する規則（昭和46年栃木県教育委員会規則第２号）

の一部を次のように改正する。 
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

る。 
 (1)～(16) 略 
 (17) 多様な学びの機会の充実に関すること。 
 (18) 略 
 

（生涯学習課の分掌事務） 
第９条 生涯学習課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(16) 略 

 (17) 栃木県青年の家及び栃木県立少年自然の家

に関すること。 

 (17)～(21) 略 

 
（健康体育課の分掌事務） 

第10条 健康体育課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
(1)～(6) 略 

 (7)a県立学校の幼児、児童及び生徒の健康管理に

関すること。 

 (8)～(10) 略 

 

（課長及び室長） 

第14条 略 

２ 略 

３ 第２条第１項に規定する班及び担当並びに同条

第２項に規定する課内室の分掌事務並びにこれら

に属する職員の分担事務は、課室長において定

め、教育長に報告しなければならない。これを変

更したときもまた同様とする。 
 

（室長及び班長） 

第16条 課内室に室長（第14条に規定する室長を除

く。以下「課内室長」という。）を、班に班長を

置く。 

２ 課内室長又は班長           ああ

あ          は、その分担事務につい

て課長を補佐し、当該課内室又は班に属する職員

の担任する事務を監督するとともに、上司の命を

受け、その分担事務を処理する。 

 
（課室長の代理） 

第18条 総括課長補佐、 課内室長又は班長は、課

室長に事故があるときは、あらかじめ課室長が定

めた順序により、その職務を代理する。 

る。 
 (1)～(16) 略 
  
 (17) 略 
 

（生涯学習課の分掌事務） 
第９条 生涯学習課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
 (1)～(16) 略 

 (17) 栃木県青年の家及び栃木県立少年自然の家

に関すること。 

 (18)～(22) 略 

 
（健康体育課の分掌事務） 

第10条 健康体育課の分掌事務は、次のとおりとす

る。 
(1)～(6) 略 

  
 

 (7)～(9)  略 

 

（課長及び室長） 

第14条 略 

２ 略 

３ 第２条第１項に規定する班及び担当及び 同条

第２項に規定する課内室の分掌事務並びにこれら

に属する職員の分担事務は、課室長において定

め、教育長に報告しなければならない。これを変

更したときもまた同様とする。 
 

（室長） 

第16条 課内室に室長（第14条に規定する室長を除

く。）下「課内室長」という。）を、班に班長を

置く。 

２ 前項の規定により課内室に置かれる室長（以下

「課内室長」という。）は、その分担事務につい

て課長を補佐し、当該課内室又は班に属する職員

の担任する事務を監督するとともに、上司の命を

受け、その分担事務を処理する。 

 

（課室長の代理） 

第18条 総括課長補佐又は課内室長又は班長は、課

室長に事故があるときは、あらかじめ課室長が定

めた順序により、その職務を代理する。 

改   正   後 改   正   前 
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   附 則                                            
 この規則は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 

（専決） 
第３条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、そ

の権限に属する事務を教育長に専決させる。 
 (1)～(3) 略 
 (4)a教育次長、参事、課長、室長、総務主幹、主

幹、 課内室長及び班長並びに教育事務所及び

学校以外の教育機関の長の任免 

 (5)～(20) 略 

２・３ 略 

（専決） 
第３条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、そ

の権限に属する事務を教育長に専決させる。 
 (1)～(3) 略 
 (4)a教育次長、参事、課長、室長、総務主幹、主

幹及び課内室長及び班長並びに教育事務所及び

学校以外の教育機関の長の任免 

 (5)～(20) 略 

２・３ 略 



（4） 号外第28号令和６（2024）年３月29日　金曜日 栃 木 県 公 報

　───────────────────────────────────────────────

　───────────────────────────────────────────────

───────────────────────────────────────────────
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   附 則                                            
 この規則は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 

（専決） 
第３条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、そ

の権限に属する事務を教育長に専決させる。 
 (1)～(3) 略 
 (4)a教育次長、参事、課長、室長、総務主幹、主

幹、 課内室長及び班長並びに教育事務所及び

学校以外の教育機関の長の任免 

 (5)～(20) 略 

２・３ 略 

（専決） 
第３条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、そ

の権限に属する事務を教育長に専決させる。 
 (1)～(3) 略 
 (4)a教育次長、参事、課長、室長、総務主幹、主

幹及び課内室長及び班長並びに教育事務所及び

学校以外の教育機関の長の任免 

 (5)～(20) 略 

２・３ 略 
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○栃木県公立学校職員の寒冷地手当の支給の特例に関する規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第４号                                    

 栃木県公立学校職員の寒冷地手当の支給の特例に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。  
  令和６年３月29日                                      
                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   

   栃木県公立学校職員の寒冷地手当の支給の特例に関する規則の一部を改正する規則          
 栃木県公立学校職員の寒冷地手当の支給の特例に関する規則（昭和55年栃木県教育委員会規則第12号）の一

部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            
 この規則は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 

改   正   後 改   正   前 

別表 

学    校 所  在  地 

略 

日光市立日光小学校 

 

略 

 

日光市立中宮祠小学校 

 

略 

 

略 

  

別表 

学    校 所  在  地 

略 

日光市立日光小学校 略 

日光市立清滝小学校 日光市清滝２の10の１ 

日光市立中宮祠小学校 略 

日光市立安良沢小学校 日光市久次良町1777 

略 
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○県立学校管理規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第５号                                        

県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
令和６年３月29日                                     

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
県立学校管理規則の一部を改正する規則 

県立学校管理規則（昭和32年栃木県教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

 別表第１栃木県立宇都宮中央女子高等学校の項を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（高校教育課）  
 

改   正   後 改   正   前 

（幼稚部入学志願の資格） 

第15条の４ 幼稚部に入学志願をすることができる

者は、３月31日現在において、視覚障害者に対す

る教育を行う特別支援学校にあっては満４歳以上

満６歳未満、聴覚障害者に対する教育を行う特別

支援学校にあっては満３歳以上満６歳未満の幼児

とする。 

（幼稚部入学志願の資格） 

第15条の４ 幼稚部に入学志願をすることができる

者は、３月31日現在において、視覚障害者に対す

る教育を行う特別支援学校にあっては満４歳以上

満６歳未満、聴覚障害者に対する教育を行う特別

支援学校にあっては満３歳以上満６歳未満の幼児

とする。 
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○栃木県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第６号                                     
栃木県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
令和６年３月29日                                     

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
栃木県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正する規則 

栃木県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則（平成30年栃木県教育委員会規則第１号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

 別表を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（高校教育課）  
 

改   正   後 改   正   前 

（設置等） 

第２条 栃木県教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）は、学校ごとに協議会を置くように努め

るものとする。ただし、中学校における教育と高

等学校における教育を一貫して施す場合には、２

以上の学校について一の協議会を置くことができ

る。 

２ 教育委員会               あ

あ  は、協議会を設けようとするときは、あら

かじめ、対象学校（当該協議会がその運営及び当

該運営への必要な支援に関して協議する学校をい

う。以下同じ。）の校長の意見を聴くものとす

る。 

（設置等） 

第２条 法第47条の５第１項本文の規定に基づき、

別表に掲げる学校に協議会を置くものとする。 

 

 

 

 

２ 栃木県教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）は、協議会を設けようとするときは、あら

かじめ、対象学校（当該協議会がその運営及び当

該運営への必要な支援に関して協議する学校をい

う。以下同じ。）の校長の意見を聴くものとす

る。 



（5）号外第28号栃 木 県 公 報令和６（2024）年３月29日　金曜日

　───────────────────────────────────────────────

　───────────────────────────────────────────────
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○栃木県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第６号                                     
栃木県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
令和６年３月29日                                     

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
栃木県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正する規則 

栃木県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則（平成30年栃木県教育委員会規則第１号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

 別表を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（高校教育課）  
 

改   正   後 改   正   前 

（設置等） 

第２条 栃木県教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）は、学校ごとに協議会を置くように努め

るものとする。ただし、中学校における教育と高

等学校における教育を一貫して施す場合には、２

以上の学校について一の協議会を置くことができ

る。 

２ 教育委員会               あ

あ  は、協議会を設けようとするときは、あら

かじめ、対象学校（当該協議会がその運営及び当

該運営への必要な支援に関して協議する学校をい

う。以下同じ。）の校長の意見を聴くものとす

る。 

（設置等） 

第２条 法第47条の５第１項本文の規定に基づき、

別表に掲げる学校に協議会を置くものとする。 

 

 

 

 

２ 栃木県教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）は、協議会を設けようとするときは、あら

かじめ、対象学校（当該協議会がその運営及び当

該運営への必要な支援に関して協議する学校をい

う。以下同じ。）の校長の意見を聴くものとす

る。 

○栃木県青年の家規則及び栃木県立少年自然の家規則の廃止 

 

栃木県教育委員会規則第７号 
栃木県青年の家規則及び栃木県立少年自然の家規則を廃止する規則を次のように定める。 
令和６年３月29日 

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
   栃木県青年の家規則及び栃木県立少年自然の家規則を廃止する規則 

 次に掲げる規則は、廃止する。 

 (1) 栃木県青年の家規則（昭和35年栃木県教育委員会規則第11号） 

 (2) 栃木県立少年自然の家規則（昭和48年栃木県教育委員会規則第15号） 

附 則                                            

この規則は、令和６年４月１日から施行する。                            
（生涯学習課）  
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○職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部改正 

 

栃木県教育委員会訓令第１号 
事   務   局  
学校以外の教育機関  

職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
令和６年３月29日 

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令 

 （職員の勤務時間に関する規程の一部改正） 
第１条 職員の勤務時間に関する規程（昭和31年栃木県教育委員会訓令第461号）の一部を次のように改正す

る。 
別表青年の家及び少年自然の家に勤務する職員の項を削る。 

 （栃木県教育委員会公印規程の一部改正） 
第２条 栃木県教育委員会公印規程（昭和51年栃木県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

別表第１（第２条関係） 

名称 
ひな

型 
書体 

寸法

（ミリ

メート

ル） 

使 用 

範 囲 

公印管

理 者 

略 

同 (イ) 同 
縦 30 

横 10 
同 同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

青年の

家利用

券押印 

同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

立少年

自然の

家利用

券押印 

同 

略 

栃木県

何何青

年の家

所長之

印 

(ケ) 同 方 20 同 

各青年

の家所

長 

栃木県

立何何

少年自

然の家

所長之

印 

(コ) 同 方 20 同 

少年自

然の家

所長 

栃木県

総合教

育セン

 

 

(ケ) 

 

 

同 

 

 

方 20 

 

 

同 

総合教

育セン

ター所

別表第１（第２条関係） 

名称 
ひな

型 
書体 

寸法

（ミリ

メート

ル） 

使 用 

範 囲 

公印管

理 者 

略 

同 (イ) 同 
縦 30 

横 10 
同 同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

青年の

家利用

券押印 

同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

立少年

自然の

家利用

券押印 

同 

略 

栃木県

何何青

年の家

所長之

印 

(ケ) 同 方 20 同 

各青年

の家所

長 

栃木県

立何何

少年自

然の家

所長之

印 

(コ) 同 方 20 同 

少年自

然の家

所長 

栃木県

総合教

育セン

 

 

(サ) 

 

 

同 

 

 

方 20 

 

 

同 

総合教

育セン

ター所
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○職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部改正 

 

栃木県教育委員会訓令第１号 
事   務   局  
学校以外の教育機関  

職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
令和６年３月29日 

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令 

 （職員の勤務時間に関する規程の一部改正） 
第１条 職員の勤務時間に関する規程（昭和31年栃木県教育委員会訓令第461号）の一部を次のように改正す

る。 
別表青年の家及び少年自然の家に勤務する職員の項を削る。 

 （栃木県教育委員会公印規程の一部改正） 
第２条 栃木県教育委員会公印規程（昭和51年栃木県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

別表第１（第２条関係） 

名称 
ひな

型 
書体 

寸法

（ミリ

メート

ル） 

使 用 

範 囲 

公印管

理 者 

略 

同 (イ) 同 
縦 30 

横 10 
同 同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

青年の

家利用

券押印 

同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

立少年

自然の

家利用

券押印 

同 

略 

栃木県

何何青

年の家

所長之

印 

(ケ) 同 方 20 同 

各青年

の家所

長 

栃木県

立何何

少年自

然の家

所長之

印 

(コ) 同 方 20 同 

少年自

然の家

所長 

栃木県

総合教

育セン

 

 

(ケ) 

 

 

同 

 

 

方 20 

 

 

同 

総合教

育セン

ター所

別表第１（第２条関係） 

名称 
ひな

型 
書体 

寸法

（ミリ

メート

ル） 

使 用 

範 囲 

公印管

理 者 

略 

同 (イ) 同 
縦 30 

横 10 
同 同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

青年の

家利用

券押印 

同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

立少年

自然の

家利用

券押印 

同 

略 

栃木県

何何青

年の家

所長之

印 

(ケ) 同 方 20 同 

各青年

の家所

長 

栃木県

立何何

少年自

然の家

所長之

印 

(コ) 同 方 20 同 

少年自

然の家

所長 

栃木県

総合教

育セン

 

 

(サ) 

 

 

同 

 

 

方 20 

 

 

同 

総合教

育セン

ター所  
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別表第２中(ケ)及び(コ)を削り、(サ)を(ケ)とし、 (シ)を(コ)とする。 

附 則                                            
この訓令は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 

ター所

長之印 

長 

栃木県

立文書

館長之

印 

(コ) 同 方 20 同 
文書館

長 

  

ター所

長之印 

長 

栃木県

立文書

館長之

印 

(シ) 同 方 20 同 
文書館

長 
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○栃木県教育委員会事務局処務規程の一部改正 

 

栃木県教育委員会訓令第２号 
本   局  
教育事務所  

栃木県教育委員会事務局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
令和６年３月29日 

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
栃木県教育委員会事務局処務規程の一部を改正する訓令                      

栃木県教育委員会事務局処務規程（昭和61年栃木県教育委員会訓令第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(3) 略 

(4)a総括課長補佐 組織規程第17条第３項に規定

する総括課長補佐をいう。 

(5)aリーダー 組織規程第15条第３項に規定する

総務主幹、 組織規程第16条第１項に規定する

課内室長及び班長並びに組織規程第15条第５項

又は組織規程第17条第４項の規定により担当の

リーダーを命ぜられた者（以下「担当リー

ダー」という。）をいう。 

(6)a略 

 

（代決） 

第６条 決裁権者が不在のときは、次の表に掲げる

第１次代決者が、決裁権者及び第１次代決者がと

もに不在のときは、同表に掲げる第２次代決者が

代決することができる。 

決裁権者 組 織 の 区 分 第１次

代決者 

第２次

代決者 

略 

主幹課長 総務主幹、 課内

室長又は班長（以

下「総務主幹等」

という。）を置く

課 

略 略 

 略 略 略 

略 

 

別表第１（第５条関係） 

１ 教育次長、参事、課室長、総括課長補佐及び

リーダー専決事項 

 (1) 略 

 (2) 特定専決事項 

  教育政策課関係～義務教育課関係 

  高校教育課関係 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(3) 略 

(4)a総括課長補佐 組織規程第18条第３項に規定

する総括課長補佐をいう。 

(5)aリーダー 組織規程第16条第３項に規定する

総務主幹及び組織規程第17条第２項に規定する

課内室長及び班長並びに組織規程第16条第５項

又は組織規程第18条第４項の規定により担当の

リーダーを命ぜられた者（以下「担当リー

ダー」という。）をいう。 

(6)a略 

 

（代決） 

第６条 決裁権者が不在のときは、次の表に掲げる

第１次代決者が、決裁権者及び第１次代決者がと

もに不在のときは、同表に掲げる第２次代決者が

代決することができる。 

決裁権者 組 織 の 区 分 第１次

代決者 

第２次

代決者 

略 

主幹課長 総務主幹又は課内

室長又は班長（以

下「総務主幹等」

という。）を置く

課 

略 略 

 略 略 略 

略 

 

別表第１（第５条関係） 

１ 教育次長、参事、課室長、総括課長補佐及び

リーダー専決事項 

 (1) 略 

 (2) 特定専決事項 

  教育政策課関係～義務教育課関係 

  高校教育課関係 
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○職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部改正 

 

栃木県教育委員会訓令第１号 
事   務   局  
学校以外の教育機関  

職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
令和６年３月29日 

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令 

 （職員の勤務時間に関する規程の一部改正） 
第１条 職員の勤務時間に関する規程（昭和31年栃木県教育委員会訓令第461号）の一部を次のように改正す

る。 
別表青年の家及び少年自然の家に勤務する職員の項を削る。 

 （栃木県教育委員会公印規程の一部改正） 
第２条 栃木県教育委員会公印規程（昭和51年栃木県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

別表第１（第２条関係） 

名称 
ひな

型 
書体 

寸法

（ミリ

メート

ル） 

使 用 

範 囲 

公印管

理 者 

略 

同 (イ) 同 
縦 30 

横 10 
同 同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

青年の

家利用

券押印 

同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

立少年

自然の

家利用

券押印 

同 

略 

栃木県

何何青

年の家

所長之

印 

(ケ) 同 方 20 同 

各青年

の家所

長 

栃木県

立何何

少年自

然の家

所長之

印 

(コ) 同 方 20 同 

少年自

然の家

所長 

栃木県

総合教

育セン

 

 

(ケ) 

 

 

同 

 

 

方 20 

 

 

同 

総合教

育セン

ター所

別表第１（第２条関係） 

名称 
ひな

型 
書体 

寸法

（ミリ

メート

ル） 

使 用 

範 囲 

公印管

理 者 

略 

同 (イ) 同 
縦 30 

横 10 
同 同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

青年の

家利用

券押印 

同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

立少年

自然の

家利用

券押印 

同 

略 

栃木県

何何青

年の家

所長之

印 

(ケ) 同 方 20 同 

各青年

の家所

長 

栃木県

立何何

少年自

然の家

所長之

印 

(コ) 同 方 20 同 

少年自

然の家

所長 

栃木県

総合教

育セン

 

 

(サ) 

 

 

同 

 

 

方 20 

 

 

同 

総合教

育セン

ター所  
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別表第２中(ケ)及び(コ)を削り、(サ)を(ケ)とし、 (シ)を(コ)とする。 

附 則                                            
この訓令は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 

ター所

長之印 

長 

栃木県

立文書

館長之

印 

(コ) 同 方 20 同 
文書館

長 

  

ター所

長之印 

長 

栃木県

立文書

館長之

印 

(シ) 同 方 20 同 
文書館

長 
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○職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部改正 

 

栃木県教育委員会訓令第１号 
事   務   局  
学校以外の教育機関  

職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
令和６年３月29日 

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
職員の勤務時間に関する規程及び栃木県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令 

 （職員の勤務時間に関する規程の一部改正） 
第１条 職員の勤務時間に関する規程（昭和31年栃木県教育委員会訓令第461号）の一部を次のように改正す

る。 
別表青年の家及び少年自然の家に勤務する職員の項を削る。 

 （栃木県教育委員会公印規程の一部改正） 
第２条 栃木県教育委員会公印規程（昭和51年栃木県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改   正   後 改   正   前 

別表第１（第２条関係） 

名称 
ひな

型 
書体 

寸法

（ミリ

メート

ル） 

使 用 

範 囲 

公印管

理 者 

略 

同 (イ) 同 
縦 30 

横 10 
同 同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

青年の

家利用

券押印 

同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

立少年

自然の

家利用

券押印 

同 

略 

栃木県

何何青

年の家

所長之

印 

(ケ) 同 方 20 同 

各青年

の家所

長 

栃木県

立何何

少年自

然の家

所長之

印 

(コ) 同 方 20 同 

少年自

然の家

所長 

栃木県

総合教

育セン

 

 

(ケ) 

 

 

同 

 

 

方 20 

 

 

同 

総合教

育セン

ター所

別表第１（第２条関係） 

名称 
ひな

型 
書体 

寸法

（ミリ

メート

ル） 

使 用 

範 囲 

公印管

理 者 

略 

同 (イ) 同 
縦 30 

横 10 
同 同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

青年の

家利用

券押印 

同 

同 (ア) 同 方 20 

栃木県

立少年

自然の

家利用

券押印 

同 

略 

栃木県

何何青

年の家

所長之

印 

(ケ) 同 方 20 同 

各青年

の家所

長 

栃木県

立何何

少年自

然の家

所長之

印 

(コ) 同 方 20 同 

少年自

然の家

所長 

栃木県

総合教

育セン

 

 

(サ) 

 

 

同 

 

 

方 20 

 

 

同 

総合教

育セン

ター所  
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別表第２中(ケ)及び(コ)を削り、(サ)を(ケ)とし、 (シ)を(コ)とする。 

附 則                                            
この訓令は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 

ター所

長之印 

長 

栃木県

立文書

館長之

印 

(コ) 同 方 20 同 
文書館

長 

  

ター所

長之印 

長 

栃木県

立文書

館長之

印 

(シ) 同 方 20 同 
文書館

長 
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○栃木県教育委員会事務局処務規程の一部改正 

 

栃木県教育委員会訓令第２号 
本   局  
教育事務所  

栃木県教育委員会事務局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
令和６年３月29日 

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
栃木県教育委員会事務局処務規程の一部を改正する訓令                      

栃木県教育委員会事務局処務規程（昭和61年栃木県教育委員会訓令第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(3) 略 

(4)a総括課長補佐 組織規程第17条第３項に規定

する総括課長補佐をいう。 

(5)aリーダー 組織規程第15条第３項に規定する

総務主幹、 組織規程第16条第１項に規定する

課内室長及び班長並びに組織規程第15条第５項

又は組織規程第17条第４項の規定により担当の

リーダーを命ぜられた者（以下「担当リー

ダー」という。）をいう。 

(6)a略 

 

（代決） 

第６条 決裁権者が不在のときは、次の表に掲げる

第１次代決者が、決裁権者及び第１次代決者がと

もに不在のときは、同表に掲げる第２次代決者が

代決することができる。 

決裁権者 組 織 の 区 分 第１次

代決者 

第２次

代決者 

略 

主幹課長 総務主幹、 課内

室長又は班長（以

下「総務主幹等」

という。）を置く

課 

略 略 

 略 略 略 

略 

 

別表第１（第５条関係） 

１ 教育次長、参事、課室長、総括課長補佐及び

リーダー専決事項 

 (1) 略 

 (2) 特定専決事項 

  教育政策課関係～義務教育課関係 

  高校教育課関係 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(3) 略 

(4)a総括課長補佐 組織規程第18条第３項に規定

する総括課長補佐をいう。 

(5)aリーダー 組織規程第16条第３項に規定する

総務主幹及び組織規程第17条第２項に規定する

課内室長及び班長並びに組織規程第16条第５項

又は組織規程第18条第４項の規定により担当の

リーダーを命ぜられた者（以下「担当リー

ダー」という。）をいう。 

(6)a略 

 

（代決） 

第６条 決裁権者が不在のときは、次の表に掲げる

第１次代決者が、決裁権者及び第１次代決者がと

もに不在のときは、同表に掲げる第２次代決者が

代決することができる。 

決裁権者 組 織 の 区 分 第１次

代決者 

第２次

代決者 

略 

主幹課長 総務主幹又は課内

室長又は班長（以

下「総務主幹等」

という。）を置く

課 

略 略 

 略 略 略 

略 

 

別表第１（第５条関係） 

１ 教育次長、参事、課室長、総括課長補佐及び

リーダー専決事項 

 (1) 略 

 (2) 特定専決事項 

  教育政策課関係～義務教育課関係 

  高校教育課関係  

- 2 - 
 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

高 校 教 育 課 長 

専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

１～８ 略 １～21 略 

22 県立学校に

おいて教科書

以外の図書を

教材として使

用する場合の

承認（特別支

援教育課の所

掌に属するも

のを除く。） 

23・24 略 

25 県立学校の

施 設 の 使 用

（５日以内の

使用並びに特

別支援教育室

及び健康体育

課  の所掌

に属するもの

を除く。）の

許可 

26 略 

  

特別支援教育課関係 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

特別支援教育課

長 専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

 １～３ 略 

４ 県立の特別

支援学校の施

設の使用（５

日以内の使用

及びスポーツ

振興課の所掌

に属するもの

を除く。）の

許可 

４・５ 略 

  

   生涯学習課関係 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

生 涯 学 習 課 長 

専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

高 校 教 育 課 長 

専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

１～８ 略 １～21 略 

22 県立学校に

おいて教科書

以外の図書を

教材として使

用する場合の

承認（特別支

援教育室の所

掌に属するも

のを除く。） 

23・24 略 

25 県立学校の

施 設 の 使 用

（５日以内の

使用並びに特

別支援教育室

及びスポーツ

振興課の所掌

に属するもの

を除く。）の

許可 

26 略 

  

特別支援教育課関係 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

特別支援教育課

長 専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

 １～３ 略 

４ 県立の特別

支援学校の施

設の使用（５

日以内の使用

及びスポーツ

振興課の所掌

に属するもの

を除く。）の

許可 

５・６ 略 

  

   生涯学習課関係 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

生 涯 学 習 課 長 

専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 
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教 育 次 長 専 決 

事 項 

高 校 教 育 課 長 

専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

１～８ 略 １～21 略 

22 県立学校に

おいて教科書

以外の図書を

教材として使

用する場合の

承認（特別支

援教育課の所

掌に属するも

のを除く。） 

23・24 略 

25 県立学校の

施 設 の 使 用

（５日以内の

使用並びに特

別支援教育室

及び健康体育

課  の所掌

に属するもの

を除く。）の

許可 

26 略 

  

特別支援教育課関係 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

特別支援教育課

長 専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

 １～３ 略 

４ 県立の特別

支援学校の施

設の使用（５

日以内の使用

及びスポーツ

振興課の所掌

に属するもの

を除く。）の

許可 

４・５ 略 

  

   生涯学習課関係 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

生 涯 学 習 課 長 

専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

高 校 教 育 課 長 

専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

１～８ 略 １～21 略 

22 県立学校に

おいて教科書

以外の図書を

教材として使

用する場合の

承認（特別支

援教育室の所

掌に属するも

のを除く。） 

23・24 略 

25 県立学校の

施 設 の 使 用

（５日以内の

使用並びに特

別支援教育室

及びスポーツ

振興課の所掌

に属するもの

を除く。）の

許可 

26 略 

  

特別支援教育課関係 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

特別支援教育課

長 専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 

 １～３ 略 

４ 県立の特別

支援学校の施

設の使用（５

日以内の使用

及びスポーツ

振興課の所掌

に属するもの

を除く。）の

許可 

５・６ 略 

  

   生涯学習課関係 

教 育 次 長 専 決 

事 項 

生 涯 学 習 課 長 

専 決 事 項 

総括

課長

補佐

専決

事項 

リー

ダー

専決

事項 
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附 則                                            
この訓令は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

１～５ 略 

   健康体育課関係 略 

 ２ 略 

 １ 青年の家の

休所日の変更

及び臨時休所

の承認 

２ 県立少年自

然の家の休所

日の変更及び

臨時休所の承

認 

３～７ 略 

  

   健康体育課関係 略 

 ２ 略 
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附 則                                            
この訓令は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

１～５ 略 

   健康体育課関係 略 

 ２ 略 

 １ 青年の家の

休所日の変更

及び臨時休所

の承認 

２ 県立少年自

然の家の休所

日の変更及び

臨時休所の承

認 

３～７ 略 

  

   健康体育課関係 略 

 ２ 略 

- 1 - 
 

○栃木県立学校文書等取扱規程の一部改正 
 
栃木県教育委員会訓令第３号                                     
                                            県立学校  
 栃木県立学校文書等取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 
  令和６年３月29日                                      

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   

   栃木県立学校文書等取扱規程の一部を改正する訓令          
 栃木県立学校文書等取扱規程（平成13年栃木県教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            
 この訓令は、令和６年４月１日から施行する。                            

（高校教育課）  
 

改   正   後 改   正   前 

別表（第４条関係） 

学    校    名 記  号 

略  

栃木県立宇都宮女子高等学校 略 

  

略  
  

別表（第４条関係） 

学    校    名 記  号 

略  

栃木県立宇都宮女子高等学校 略 

栃木県立宇都宮中央女子高等学校 宇中女高 

略  
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○職員の宿日直手当支給規程の廃止 

 

栃木県教育委員会訓令第４号 
事   務   局  
学校以外の教育機関  

職員の宿日直手当支給規程を廃止する訓令を次のように定める。 
令和６年３月29日 

                        栃木県教育委員会教育長  阿 久 澤  真  理   
職員の宿日直手当支給規程を廃止する訓令 

 職員の宿日直手当支給規程（昭和27年栃木県教育委員会訓令第136号）は、廃止する。 

附 則                                            
この訓令は、令和６年４月１日から施行する。                            

（教育政策課）  
 


